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（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は特別会計分を含み、地方税、道府県税及び市町村税は超過課税分及び法定外税を含む。

　　　３　国税は地方法人特別税を除いた額、地方税は地方法人特別譲与税を加えた額である。

　　　４　計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

個人市町村民税

32.8％

66,876億円

個人

道府県民税

30.1％

46,227億円

個人住民税

31.7％

113,103億円

所得税

30.9％

134,762億円

法人市町村民税

9.9％

20,107億円

地方法人二税

29.8％

45,686億円

地方法人二税

18.4％

65,793億円

法人税

21.4％

93,514億円

地方消費税

16.6％

25,503億円

地方消費税

7.1％

25,503億円

消費税

23.4％

101,946億円

固定資産税

43.5％

88,692億円

固定資産税

24.8％

88,692億円

自動車税

10.4％

15,972億円

軽油引取税

6.1％

9,318億円

都市計画税

6.2％

12,675億円

その他

7.6％

15,424億円

その他

7.0％

10,662億円

その他

18.0％

64,051億円

その他

24.3％

105,972億円
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・法人住民税 7.8％ 27,962億円

・法人事業税 10.6％ 37,831億円

（うち地方法人特別譲与税 15,427億円）

〔
地
方
税
内
訳
〕

・自動車税 15,972億円

・都市計画税 12,675億円

・地方たばこ税 11,928億円

・軽油引取税 9,318億円

国 税

436,194億円

地方税合計

357,142億円

道府県税

153,368億円

市町村税

203,774億円

・揮発油税 29,318億円
（地方揮発油税を含む）

・酒税 13,693億円

・相続税 14,744億円

・印紙収入 10,469億円

・たばこ税 10,315億円
（このほか、たばこ特別税 1,595億円）

国税・地方税の税収内訳（平成23年度決算額）
図表１
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地方税計 地方法人二税 固定資産税

地方税各税目の人口一人当たりの税収額（平成23年度決算額）

※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口一人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。
（注１） 地方税収計の税収額は、地方法人特別譲与税の額を含み、超過課税及び法定外税等を除いたものである。
（注２） 個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税(均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除く。
（注３） 地方法人二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税（地方法人特別譲与税を含まない。）の合計額であり、超過課税分を除く。
（注４） 固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除く。
（注５） 人口は、平成24年３月31日現在の住民基本台帳人口による。
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最大／最小：１．８倍

２．６兆円
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都道府県税の偏在度（東京都シェア）の推移

法人二税

個人住民税

都道府県税全体

地方消費税

都道府県税収総額

（兆円）

（年度）

※１ 東京都シェアは、全国の税収に対する東京都の税収の占める割合を示す。

※２ 税収は各年度の決算値であり、法定外税、旧法による税及び超過課税分を含まない。

なお、「法人二税」及び「都道府県税全体」は、東京都が徴収する特別区分の法人住民税を含まない。

また、「地方消費税」は、平年度化した平成10年度から計上しており、税収額は清算後の額である。

点線は、平成21年度以降において、地方法人

特別譲与税を加えた場合の偏在度を示す。

（％）
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法人事業税、法人住民税（法人税割）の偏在度（東京都シェア）の推移

（年度）

（％）
（兆円）

県内純生産

法人事業税

※１ 東京都シェアは、全国の税収に対する東京都の税収の占める割合を示す。

※２ 税収は各年度の決算値であり、超過課税分を含まない。また、「法人住民税（法人税割）」は、東京都が徴収する特別区分を含まない。

※３ 「県内純生産」は、内閣府「県民経済計算年報」に示された「産業」（「政府サービス生産者」及び「対家計民間非営利サービス生産者」以外のもの）の県内

要素所得を基に算出。

法人住民税（法人税割）

法人住民税
（法人税割）税収

法人事業税収

点線は、平成21年度以降において、地方法人

特別譲与税を加えた場合の偏在度を示す。



１ 制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法

人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。

２ 地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。

３ 地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。

４ 都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与

税として、都道府県に譲与。

(注)

法
人
事
業
税

（改正前）

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

（改正後）

法
人
事
業
税

2.6兆円

（地方消費税１％
相当）

１／２ 人口
１／２ 従業者数

により按分・譲与(注4)

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

(注2)

(注3)

3.2兆円

(注1)

制度創設時

制度創設時

※平成20年10月1日より施行

※ 地方消費税交付金の
交付基準と同様

地方法人特別税・譲与税について

制度創設時の想定 Ｈ２３実績
Ｈ２４実績

（見込） Ｈ２５地財

地方消費税１％相当額 ２６,０００ ２５，５０３ ２５，５１１ ２６，６５０

地方法人特別税・譲与税の規模 ２６,０００ １５，４２７ １６，７０９ １７，６４３

減収となる団体の影響額 ▲３，９８６ ▲１，９５０ ▲１，６１１ ▲１，８５５

東京都 ▲３，１９７ ▲１，５１０ ▲９７４ ▲１，３２９

愛知県 ▲４１４ ▲１２１ ▲１８９ ▲１６１

大阪府 ▲２６５ ▲１６６ ▲２１４ ▲２１８

（単位：億円）

税源の偏在是正の観点から、
制度創設時において、地方消費税１％分に相
当する法人事業税を、地方消費税交付金の交
付基準と同じ基準で譲与することとしたもの

税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置として地

域間の税源偏在を是正するための制度として創設

地
方
法
人

特
別
税
（国
税
）

地
方
法
人

特
別
譲
与
税

(注2)
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地方財政における法人関係税収に占める交付税原資の割合の推移

○ 累次の法人税減税等により地方財政における法人関係税収の配分において法人税の地方交付税
原資分の割合が減少する一方、法人住民税法人税割及び法人事業税所得割の割合が高まっている。

40％

30％

Ｈ９ Ｈ１２ Ｈ２３ Ｈ２５
（予算）

Ｈ９ Ｈ１２ Ｈ２３ Ｈ２５（予算）

法人税（国分）（注２） 88,938 75,417 61,719 57,512

法人税（交付税原資分） ① 45,816 42,055 31,795 29,628

地方法人課税（地方法人特別税含む。）②（注3） 78,157 64,791 61,800 65,752

交付税原資の割合 ①／（①＋②） 37.0％ 39.3％ 34.0％ 31.1％

［地方財政における法人関係税収に占める交付税原資の割合の推移］

【平成10年度・11年度】
法人税率： 37.5％→30.0％
事業税率（注１）：12.0％→ 9.6％
交付税法定率：32.0％→35.8％

（※18年度からは34.0％）

【平成24年度】
法人税率：30.0％→25.5％

（単位：億円）

(注１）事業税率は所
得割の最高税率

(注２）復興法人特
別税は除く。

(注３）超過課税分
は除く。

37.0％

39.3％

34.0％

31.1％
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地方財政計画（歳出）における特別枠「地方再生対策費」の創設（H20～）

○ 「地方と都市の共生」の考え方の下、地方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方の自主

的・主体的な活性化施策に必要な歳出（地方再生対策費）を地方財政計画に計上。（H20創設）

○ 「地方再生対策費」は、地方税の偏在是正による効果額を勘案して計上。地方交付税の算定を通じ

て、市町村、特に財政状況の厳しい地域に重点的に配分。（H20:4,000億円（都道府県1,500億円、

市町村2,500億円））

創設後

地方交付税

歳入 歳出

地方税

交付団体

(その他)

創設前

地方税

歳入 歳出

地方交付税

税収減少 歳出減少

特別枠

税収増加

地方税

不交付団体

(東京都等)

地方交付税

税収減少 歳出減少

地方税

歳入 歳出

税収増加

地方税 地方税

地方再生対策費

【地方再生対策費のイメージ】
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